
英国や EU における評価システムおよび 評価人材の育成 

0 宮崎久美子 ( 東工大イノベーションマネジメント 研 ) 

我が国では、 大学や国研。 様々な機関で 評価活動が活発化しているものの、 評価の専門家の 数は少なく、 

試行錯誤で評価を 行っているところが 多い。 評価人材の育成は 重要な課 

機関の依頼を 受けて英国や EU 本部における 評価プロセスや 評価に携 

要人物を対象にヒアリンバ 調査を行った。 ここで主な内容について 報告し。 今後の参考に 供したい。 ヒアリ 

ング で訪問した機関は 英国政府機関、 リサーチカウンシル㏄ CU 恕 ) 、 シンクタン タ 

レッジ ) 、 サセックス ) 等 ) 。 EU 本部を含み、 夫々 

ヒアリンバを 行った。 Q 荘では全ての り 一チ カウンシルの 

の チェア ( 長 ) であ るぬ 盆磁 e P 欝騰 ss 鍍 

ev 跨 Ⅶを担当した ェ コノミ 氏 とも面会することが 出来た。 

英国における 主な研究 府 が負担する分、 企業が負担する 分、 その他の寄付金など 3 つ け分 

けられる。 政府からの研究開発基金は 8 つあ るリサーチカウンシル。 ロイヤル ソザ イティー、 ブリティッ シ 

ユ カウンシル、 省庁などがあ る。 政府からの研究開発資金は、 最終的には大学。 

研究所 " 国立研究所などに 配分される。 現在の資金配分の 流れは。 財務省からの 

漁 dus な y), 沿 穏の中にあ る OST 
五 mov 蕊 ㎝に名称が変更した ) が 

と DG 翼 C(D 廿 ect ㎝ G ㎝ e 建軋装 ese 等 が研究開発貸金について 権 限を持っている。 csA と 

の役割は若干異なっており、 サイェン ス のバックバランドを 持っている コ C が最終的な権 限を持 

つ 。 

丁 における政策立案 

イノベーションに 関するビジョン や方 

針 が示された。 主な点を以下に 示す。 

達する。 ( 現在のレベルは 4.9%) 

  社会経済のニーズに 応える、 U 装 サイェンスベースの 確立 

  政府は 1 0 年フレームワークをモニターする 指標を発表 

      サーチカウンシルにおいて、 パーフ オ マンスマネジメント 評価システムの 導入 

リサーチカウンシルによって 管理され、 現在進行中のプロジェクトの 数は 5 500 件ほどであ る。 

OS 丁における評価のプロセスは 2 ～ 3 段階あ る。 第一段階は、 科学の様々な 分野における、 英国のパフ 

オーマンスを 評価することにあ る。 過去 10 年間の引用数，論文致、 特許、 スピンアウト 企業、 ライセンス 

収入などのデータを 使い、 化学、 物理、 医学などの分野において 米国、 独、 仏、 日本等などと 国際間比較を 
することが目的であ る。 英国について 言えば、 過去からのトレンドを 分析した結果、 バイオや医学分野の 競 

争力は向上しており、 エンジニアリンバや 数学の分野の 競争力は低下していると 言える。 第一段階の評価 
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の 主な目的は、 意思決定のための 情報を得ることであ る。 

第 2 段階の評価では、 各リサーチカウンシル き 叫が担当している 分野について、 各又 C が作成する デ リバ 

リープランの 評価を行 う 。 各氏 C は政府の 1 Ⅵ 荻仮 amewo 庶を元に、 デリバリープランを 作成し、 プロバラ 

ムを 提案する。 まずはドラフトプランに 対して、 上位政策と合致しているかについて 評価し、 OST として 艮 C 

に対して助言する。 たとえば数学を 強化する案が 盛り込まれていれば、 そのためにどれだけの 投資をする計画 
がなされているかについて 確認を行い、 場合によっては 助言する。 これらの評価を 行った上で、 又 C は デジバ 

リープランを 確定して。 メトリクス や 測定方法を設定する。 C は 3 か 月ごとに、 様々なデータや 資金情報 

を元に 、 S む 0 ， Nions に報告書を提出する。 6 ケ 月毎に会合 、 S 迂 O,N 宜 oons  は C の 長と 審議する。 S 転 

0 ， Nions は 各分野にどれだけ 資金を投入するか、 プライオリティーを 決断する権 限を持っている。 全体の科学 

に 対する予算は 増加したものの、 天文学 荻 icle 物理に対する 予算はほとんど 増えていない。 2 年に一度。 

全体のプライオリティーセッティンバの を行い、 財務省と予算交渉するために 評価結果を活用する。 財務 

省の高等教育部門にいる 分析 者 が、 評価プロセスによってあ げられた情報を 活用し、 資金 分 額を決定する。 
科学技術に対して、 国がどのくらいの 投資を行 う かは財務省の 決定事項となる。 パーフォマンスマネジメント 

評価では主にファイナンシヤルパーフ オ マンスの評価を 行 う 。 計画、 実施、 成果。 ライセンス。 価値創造に向 

けた経営からの 観点による評価であ る。 細かいプライオリティーセッテ ング については、 パフオーマンスマ 

ネジメントシステムから 得られる情報を 元に調整が行われる。 薫 C への 

万 ポンドで。 最大であ る。 良 C へが 、 4 番目に多く、 年間 3 億 3 

プライオリティーセッ グ に関するプロセスは、 ボード形式ではなく、 ネットワータ 形式であ る。 

が行っている 各分野の評価を 参考にする。 Jo ぇ 丑を 雙 y ぬ頒 d は戦略的プライオリティ 一について審議す 

る 。 プライオリティーセッティ は 、 フォーラムを 通じ、 様々な要素 ( 博士号取得者の 推移。 スキル等 ) 

を 考慮しながら。 様々な主体 ( yal Society, ウェルカムトラスト 等 ) が 参加することで、 多様な視点か 

ら 、 プライオリティーセッティンバを 行 う ものとしている。 ヱ ネルギ一に関する 研究のように、 ハイレベルの 

政策目的の反映がここでなされる。 

ランド は、 様々であ る。 少数のファイナンス、 アカウ 

ンティン グ の 人 。 多くの政策専門家、 少数の科学技術分野、 経済、 数学等の分野の 人で構成されている。 55 

名程度 は PhD 取得者であ る。 個別の政策テーマについて、 決 C からの人と、 内部の 2 パ 人の 

チームを作り、 政策立案、 評価の業務にあ たっている。 各決 C@ こは、 科学技術分野の 専門家がいて、 科学技術 

政策に関わる 担当者が決められている。 科学技術政策の 専門性は、 ① ST と財務省に蓄積されている。 職員に 

は社会学、 経済学者を採用するなど、 専門性の育成に 力を入れている。 省内には職員向けの 財政学、 政策学、 
マネジメント、 サービストレーニンバなど、 研修コースが 用意されており、 すべての職員が 適宜この研修を 受 

けている。 人事異動によって、 職員 は 防衛 省 に行ったり。 財務省や内務省に 行ったりする。 それぞれの省で ポ 
リシー の 研修は行われる。 人事異動の周期は 最大でほ 午 程度であ る。 リサーチカウンシルのチェアは 産業界の 

人であ ることが多い。 これは研究だけでは く 、 財政マネジメント、 財政立案などの 企業界でのスキルが 必要だ 

からであ る。 SciencePolicy に関するトレーニンバも 省内で行っている。 ㊤ S 丁のスタッフについては、 特に 

㊤ JT と、 省内のトレーニンバで 打つのが基本で、 仕事をしながらスキルを 身につけていくプロセスとなって 

いる。 内部で出来ない 作業。 例えば、 経済的評価は 外部のシンクタンクを 活用している。 

評価には 3 つの目的があ る。 ①投資に対するリターンを 把握することに 関連したアカウンタビリティの 

解明、 ②政策立案、 意思決定のための 情報収集、 ③行われている ( または行われた ) 所 
分析等であ る。 1 0 年 ぐらい前に事前評価と 事後評価のバランスの 見直しがなされた。 
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10 晦をを on) のフレームワークが 設定され、 トップダウンで 決められるようになった。 評価は 
うわれている。 国際的な評価パネルを 設置し、 国際的な研究開発評価を 行うようになった。 研究開発 

S 良 C ポートフォリオの 評価があ り、 その下にプロバラム 分野の評価があ る。 分野 毎 、 

あ るいは横断的にテーマがあ り、 その下に研究トピック、 そして最下位に 研究プロジェクトが 位置する。 国際 

価は 5 ～ 6 年に一度行われ、 ポートフォリオとプロバラム 評価は 2 年に一度ぐらい 行 う 。 これらの評価 は 、 

年程度の視野に 基づき、 研究開発のインパクトやポテンシャルを 考慮しながら 行われている。 プロバラム 

評価が、 ボートフォリオ 立案、 政策作成に活用される。 プロバラム立案は、 化学や物理などの 分野ごとに策定 

され、 そのプロセスには 科学者コミュニティ 一の協力を得る。 ポートフォリオ 立案は。 プロバラムの 全体的 

成を見ながら。 プロバラムの 設立、 廃止などの操作により。 適切なポートフォリオを 実現させている。 政策 ヱ 

案は。 大学の研究者、 配分機関、 政策立案のコンザルタントなどが 協力して、 上位の政策に 合致した 下 

の 政策を形成する。 こ の計画作りには、 プロバラム評価の 結果が参考にされ、 プロバラム評価は 各プロシ 

ェクト で作成された 最終報告書をもとになされる。 

ターゲットセッティンバには。 2004 年に発表された㈹ 袈怒 Sciencea をべ一 

ス として行われている。 これには政府の 方向性が示されているが、 細かい レ い 。 ） ナ 

れを元に デリノぐ リープランを 作成している。 

研究開発の評価の 指標として、 論文教。 特許。 引用数などあ げられるが、 良 C としては科学的な 質の 

高さを重視している。 EU や米国と比較して 質の高い研究開発がなされているかが 一番重要な点であ る。 また。 

具体的な指標としてほ、 分野によっても 異なるし。 その分野に求められる 政策的 的によっても 異なる。 目的 

に適合した評価指標が 設定され、 評価に利用される。 

氾 に 対して提言を 行 う パネルは r- 種類存在し、 ストラテジーパネル と ユーザーパネルに 分けられる。 

後者は産業界のメンバーから 成る。 アカデミックな 見解から研究開発の 質の評価を行い、 産業界がニーズや 々  

/ ベーションに 関する評価をすることによって。 両面から評価することが 可能となる。 研究 
では、 ターゲットモードとレスポンスモードがあ る。 E C ではレスポンスモー 

評価は基本的に ピ プレビューとなっている。 提案を一次審査にかける 

口 セルから決定される。 一次審査は て洩 e も。 靱 C 稲ね弩 e に含まれている 

恩 00 0 人程度の専門家から 二人、 <,:11 の提案者が提案するレビュア 1 人 含めて 3 人で評価を行う。 全 

ての提案書の 審査結果をリザーチコミッティに 渡す。 リサーチコミッテ ィ はレビュアからの 報告を重要視し 、 

他の点も考慮しながら 最終的に採択 か 不採択 か 決める。 採択者にも不採択者にもレフェリ ー からのコメントは 

ブ イードバックする。 Assoc3%e 紬簗 ag 鍍のバックバランドは、 社会科学の人もいれば。 自然科学の 

nag は のバックバランドは 自然科学であ る。 内部 研申 0 舟 制度があ るが。 マンチ 

T Ⅳ e ぬを e 大学に短期研修として 派遣することもあ る。 は 自分の研究分野を 中心 @ こ 

ネットワークを 持っている人が 多く、 研究管理に関する 知識もむ F で習得するケースが 多い。 あ る 

となることもあ る " 従来から存在する 領域の は 候補者も多く、 問題はないが、 振興分野 

適切な人を探すのが 難しい。 ピ プレビューシステムの 問題でもあ る。 

ELM 本部では 4 段階の評価が 行われている " 4 年ごとに行われる。 5 年間の評価、 夫々の研究分野で 行わ 
れる評価 ( ナノテク。 バイオ等 ) 、 フレームワークプロバラムの 評価、 テーマごとのパネル 評価などがあ げら 

れる。 後者の例として、 参加国にとっての 経済的インパクトの 評価があ げられる。 EU では、 評価は研究開発 

に関する政策の 構築、 鷺 U 議会から予算を 獲得するための 作業の一つであ り、 またリストラをしながら 組織を 

改善するためのプロセスとして 位置づけている。 評価の重点が、 事前で採択するための 評価から、 社会的意義 
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を 明らかにする 評価に移って 来ていることが 指摘された。 年間で平均 工 2 ぐらいの評価が 行われている。 5 年 

問 評価は事後評価になるが、 ぎ 7 ( フレームワーク 7) は 7 年間で。 770 億二一口に拡大しようとしてお 

各国のイノベーション 調査で られた情報を、 EU として集約し、 分析をすることにしている。 ェ ビデンス 

に関するモニタリンバを 強化するほか、 ベネフィット W 便益 ) についても評価を 強化するという 動きがあ る。 

6 まではネットワークを 重視して来たが、 FP7 ではコンソーシア 形成の義務が 外れた。 拝 7 の事前評価は 6 

適間かけてむ G  ㎏ se 棲 由が行 う 。 RTD  Eva 輌 atjonNe 燕からレビュア 一 を選出し、 一人 2 5 件の申請書 

の 評価を行っている。 評価の事務局は、 通常の事務局活動では 必要とさ スキルが必要であ る。 そ 

れは経済的知識 や 、 政策科学。 公共政策に関する 知識や方法論であ る。 評 ～ 7 名のスタッフがいる 

が 、 そのうちの一人は T で科学技術政策の 博士号を取得した 人であ ve の意見に よ れ ば 、 軒 U 

の 公務員は優秀だが、 評価活動を成し 遂げるのには 通常の 等 の一般的知識でほ 不十分であ る。 

週間の研修に 参加させるなど、 評価の専門知識の 習得 にカ 注いでいる。 また 軍 

として、 インパクトアセスメントを 実施することになった。 靱 U 本部の組織 け 細分化 t れており。 評価に関 

してけ外部支援を 受けることがあ る。 輯 s 社との関係はあ る。 

ング を行ったその 他の機関 ( 

紙幅の都合上の 制約上、 省略した。 以上のヒアリンバ 調査が示して や ELM 本部において、 評価 

プロセスに変化が 起きていることが 分かる。 評価プロセスが 複雑化している 現状において。 ステ 

が増加していることもその として挙げられる。 また、 英国においては、 階層的に評価が 行わ 

の 関係を強化しつつ。 評価プロセスを 政策立案プロセスにリンクさせている 点などが明らかになった。 我が国 

では、 評価の主な目的として、 研究者を励まし。 伸ばすところを 伸ばすことが 挙げられているが、 その点、 本 

調査によって、 我が国はキャッチアップする 必要があ ると思われる。 また、 我が国では。 数値化された ヂ一タ 

を 元に一元的に 評価を行 う 傾向があ るが、 英国のように、 論文数や引用数ではなく、 科学的な質の 高さを重視 

している点や。 政策的目的によって 指標を 

変えている点などは、 今後、 良い参考とな 

こ る と を期待する。 サセックス大学 SP 良 U 
術 政策、 政策評価に関することを、 

囲 ㎡ 0@   実践的に。 政策立案者の 視点 

型の教育を行っている。 学際 

                  ㌢ r0g@a 爾何 ① 
バ ー する範囲が広いことが 特 

るが、 社会や経済、 産業。 

弔 @elns@sec め汚 
それぞれとのコミュニケ 

  
一 ションも重要なテーマであ る。 

育を受けたあ とは、 産業界、 政府 

O 三 CD のような国際機関など 様々な機関で 

  民 esearc ねめり @s  活躍している。 我が国にも、 SP 軽むのような 

教育機関は必要であ る。 また評価に関する 

研究に対しても、 支援をしていくことが 考 
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